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１ 総則 

(１)趣旨及び指定管理者による管理運営に関する基本的な考え方 

 豊田市の救急医療体制は、症状に応じていつでも必要な医療を受けることができる体

制が整えられている。しかし、救命救急センターに多くの軽症患者が受診しており、重

篤患者の受診機会を奪いかねないことが懸念されている。 

そこで、軽症患者を分散させる仕組みとして、豊田市立南部休日救急内科診療所を整

備する。当診療所については、休日のみの運営という特殊性や、突発的な人員不足に対

して安定した医療従事者(医師・看護師等)確保への対応が必要となる。また、救急医療

の運営・管理を行うにあたり、柔軟に対応できる専門機関へ依頼することが効果的であ

ることから、指定管理者制度を導入するものである。 

 

(２)本仕様書の位置づけ 

 本仕様書は、当診療所の指定管理者が行う業務の内容及びその範囲等について示すも

のであり、指定管理者は業務を行うにあたり、本仕様書の内容に十分に留意したうえで、

本仕様書と同等以上のサービスを提供しなければならない。さらに、指定管理者は豊田

市の指定管理者制度導入の趣旨を十分に理解し、市民から高い満足度を得られる業務の

提案と効果的・効率的な運営を期待するものである。 

 

２ 管理業務の対象となる施設の概要 

(１)指定管理対象施設・所在地 

名称 所在地 

豊田市立南部休日救急内科診療所 豊田市和会町長田８番地１ 

  

(２) 診療日及び診療時間  

ア 診療日 

(ア) 日曜日 

  (イ) 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日 

  (ウ) １２月３０日から翌年１月３日まで 

イ 診療時間  

午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時まで 

 

(３)診療科目   

内科・小児科  
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 (４)診療日及び診察時間の変更 

  指定管理者は、「２ (２)」にかかわらず、特に必要があると認めたときは、あらか

じめ市長の承認を得て、臨時に診療日又は診療時間を変更することができる。 

 

３ 業務内容  

 本項では、豊田市立南部休日救急内科診療所のサービスの提供についての仕様を示す。

ただし、全てを網羅したものではなく、実施に際しての具体的な手法については、指定管

理者の創意工夫を求めるものである。 

(１)診療業務 

 ・診療 

 ・薬の処方 

・その他診療に関すること 

 

(２)診療報酬請求・収納業務・レセプト点検・集計・請求業務  

    ・診療報酬請求（コンピュータ処理後、オンライン請求）  

    ・診療報酬明細書点検業務  

    ・診療費計算  

    ・診療報酬、手数料等に係る収納業務  

    ・その他診療報酬請求業務、収納業務に関すること 

 

(３)受付窓口業務  

    ・受付・計算業務  

    ・保険証・受給者証確認（カルテはレセプトコンピュータで登録・作成）  

    ・カルテ抽出・搬送・収納  

    ・体温計渡し  

    ・金銭授受（金銭の保管並びに手数料の徴収及び市金庫への納入を含む。釣銭は、 

受託者が準備）  

    ・電話対応 

    ・患者・来院者対応  

    ・医療等支払証明業務  

    ・その他受付窓口業務に関すること 

 

(４)その他業務  

    ・施設、設備、備品の維持管理 

  ・施設修繕（１件５０万円以下(税込)の案件） 

  ・消耗品等の購入・保管 

・業務日誌の作成  

    ・診療報酬改定時における対応業務  

    ・電子カルテ、レセプトコンピュータの日常点検  

    ・未収納者電話勧奨（診療日から１週間以内）  
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    ・未収納者一覧表及び勧奨履歴の提出  

    ・日々集計業務（患者数・一部負担金・未納金・自費等）  

    ・その他市が指示すること  

 

４ 運営体制 

(１)配置人員   

 次に示す配置人員を基準として、本業務が適切に行うことができる人員を確保する

こと。なお、インフルエンザの流行などにより利用者が多くなる場合は、人員を増加

し、利用者が長時間待たされることが無いよう努めること。 

ア 医 師：１名 

イ 看護師：２名 

ウ 事務員：２名 

エ その他必要な人員 

 

 (２)配置人員の基準・研修等 

ア 原則として、配置人員は医療事務業務について経験を有する者であること。  

     イ 指定管理者は、診療所の開設前に業務研修等を行い、その後についても随時研修

を行うものとし、診療所の運営に必要な知識や技術の習得に努めること。ただし、

研修にかかる費用については指定管理者の負担とする。  

 

 (３)関係書類の取扱 

   業務関係書類を、豊田市の許可なしに履行場所以外に持ち出すことや、複写しては

ならない。なお、業務関係書類は豊田市の基準に従い適切に保管すること。 

 

 (４)個人情報の保護 

   業務を通じて知りえた情報の取扱いについては、次の事項を遵守しなければならな

い。 

  ア 法令遵守 

指定管理者は、個人情報の保護に関する法律並びに豊田市個人情報保護条例及び

規則に定めるところにより、個人情報の適正な取扱について必要な措置を講じなけ

ればならない。 

  イ 守秘義務 

    指定管理者及び業務に従事する者は、当該業務の実施に関して保有する情報及び

当該業務の実施によって知り得た情報について、外部へ漏らし、又は他の目的に使

用してはならない。本業務が終了した後においても同様とする。 

 

 (５)利用者等の要望、苦情処理 

   利用者及びその他の市民からの要望、苦情等は指定管理者において迅速かつ適切に

対応すること。なお、豊田市に必要に応じて報告すること。 
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   また、豊田市に報告された要望、苦情等の対応上必要と認める場合は、指定管理者

に対して報告を求め現地を調査し、又は必要な指示を行う。 

 

５ 事業計画書、評価等 

 (１)事業計画の作成 

  毎年２月末までに、以下に示す翌事業年度の管理運営業務に係る書類を作成し、豊田

市に提出すること。なお、当初に作成した事業計画に変更がある場合には、事前に豊田

市と協議すること。 

  ア 事業計画書 

  イ 収支計画書 

  ウ その他豊田市が必要と認めるもの 

 

 (２)事業報告書等の作成 

  以下に示す報告書を作成し、豊田市へ提出すること。 

  ア 年次報告書 

   毎年度事業終了後４月末までに以下の事項を記載した事業報告書を豊田市へ提出す

ること。 

   (ア)管理運営業務の実施情報報告書 

   (イ)事業収支状況 

   (ウ)施設利用状況 

   (エ)事故等発生状況・要望・苦情処理(件数・内容・回答) 

   (オ)自己評価書 

   (カ)指定管理者の経営を確認できる財務諸表(賃貸対象表、損益計算書等) 

   (キ)その他豊田市が必要と認めるもの 

  イ 定期報告書 

   毎年度１０月末までに、半期(４月～９月 ※初年度は７月～９月)における以下の

事項を記載した定期報告書を豊田市へ提出すること。 

   (ア)事業計画書、協定書及び管理業務仕様書に基づく実施状況 

   (イ)事業収支状況 

   (ウ)施設利用状況 

   (エ)事故等発生状況・要望・苦情処理(件数・内容・回答) 

   (オ)その他豊田市が必要と認めるもの 

  ウ 業務月報 

   毎月１０日までに次の事項を記載した前月分の月報を作成し、豊田市へ提出するこ

と。また、豊田市が業務日報の提出を求めた場合は、速やかに提出すること。 

   (ア)施設の利用状況 

   (イ)事業収支状況 

   (ウ)事故等発生状況・要望・苦情処理(件数・内容・回答) 

   (エ)施設維持管理状況 

   (オ)その他豊田市が必要と認めるもの。 
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  エ 自己評価書 

 毎年度事業完了後、業務仕様書、事業計画書、協定書等に基づき、自らの管理業務

の自己評価を行い豊田市に提出すること。 

 

 (３)業務報告の聴取等 

  豊田市は、指定管理業務について、定期的に報告を求めることができる。また、業務

等の実施を確認するため、実地に調査し、又は必要な指示をすることができる。 

  豊田市は、指定管理者の業務実施教協が協定等により合意した事項を確実に履行して

いるか及び、適正かつ確実なサービス提供がされているかを確認するため、運営評価を

実施する。 

 

 (４)利用者ニーズの把握 

  指定管理者は、利用者ニーズの把握に努めること。調査等を実施する際には、事前に

豊田市と協議することとし、その結果を管理運営に反映させるように努めるとともに、

豊田市へ報告すること。 

 

６ 修繕業務・備品管理に関する注意事項 

 (１)修繕業務 

  ア 指定管理者は、診療所及び設備全般について、破損、故障等が発生した場合、又

は短期間のうちに確実に破損、故障等が発生すると見込まれた場合は、速やかに修

繕等を行うこと。 

  イ 管理上必要な施設等の修繕については、１件５０万円以下(税込)は、指定管理者

の責任において実施するものとする。 

  ウ １件５０万円を超える(税込)の修繕が見込まれる場合は、豊田市と協議すること。 

 

 (２)備品管理業務 

  ア 本業務の履行に必要な備品等のうち「備品一覧」に示すものは、豊田市が指定管

理者に無償で貸与する。なお、廃棄等備品の移動が生じる場合は事前に豊田市へ報

告すること。 

  イ 故意又は過失により貸与備品等を毀損損失したときは、当該貸与備品と同等の機

能及び評価を有するものを自己の費用により購入又は調達すること。 

   ウ 貸与備品が経年劣化等により本業務の用に供することができなくなった場合は、

その取扱いについて、速やかに、豊田市と協議し、本業務に支障を来さぬよう対応

すること。 

   

７ その他管理運営に必要な業務 

 (１)電気料、光熱水費等の使用に係る契約及び支払 

   指定管理者が管理する診療所で使用する電気、電話料(FAX、回線使用料、インタ

ーネット回線使用料等含む)、水道、ガスの使用料については、指定管理者が当該債
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権者と個別に契約し、適切な請求に基づき支払を行うこと。ただし、仕様書に記載

のない自主事業に関する経費は、指定管理料から支払わないこと。 

 

 (２)清掃業務・保守点検・リース物件管理・施設全体管理に係る契約及び支払 

   診療所を常に適正かつ安全に維持するために、診療所の清掃、保守、リース物件管

理を実施し、職員による日常点検等を行うとともに、管理する敷地の環境を最良に

保ち、常に美観を維持すること。 

  ア 清掃業務  

   (ア)清掃業務について、指定管理者が当該業務を外部に委託する場合は、受託者と

個別に契約し、適切な請求に基づき支払を行うこと。ただし、仕様書に記載のな

い自主事業に関する経費は、指定管理料から支払わないこと。 

   (イ)美観又は衛生において良好な状態に保つことができないおそれがある場合は、

当該契約に関わらず、良好な状態に保つために必要な処置を講じること。 

   (ウ)なお、感染症等につながる可能性のある廃棄物の処理については、適正かつ安

全な処理に努めること。 

  イ 保守点検 

   (ア)指定管理者は、管理する施設内の自動ドア、空調設備、電子カルテシステムを、

適切に保守点検を行うこと。 

   (イ)保守点検について、指定管理者が当該業務を外部に委託する場合は、受託者と

個別に契約し、適切な請求に基づき支払を行うこと。ただし、仕様書に記載のな

い自主事業に関する経費は、指定管理料から支払わないこと。 

  ウ リース物件管理  

     リース物件管理については、指定管理者がリース物件受託者と個別に契約し、

適切な請求に基づき支払を行うこと。ただし、仕様書に記載のない自主事業に関

する経費は、指定管理料から支払わないこと。 

  エ 施設全体管理 

     豊田市こども発達センターおひさまが取りまとめて行う、施設全体に係る草刈

りや設備の法定点検（自家用電気工作物、消防設備、浄化槽）に係る費用は、協

議の上、案分して支払うこと。 

 

 (３)危機管理業務 

  ア 通報 

     自然災害、人為災害、事故等あらゆる緊急事態、非常事態、不測の事態には、

遅滞なく適切な措置を講じたうえ、豊田市をはじめ、関係機関に通報すること。 

  イ 予防対策 

     診療所への不正侵入等に対応するため、カメラやセンサー等の防犯設備を、市

と協議のうえ設置すること。防犯設備の設置については指定管理者が行うこと。 

     また、診療所は豊田市こども発達センターおひさま等も併設されている施設で

あることから、これら施設の指定管理者と連携し、危機管理体制を構築するとと
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もに、対応マニュアル等を作成し、随時訓練を行うこと。また、消防署等から指

摘があった場合は、直ちに改善措置をとること。 

 

 (４)損害の賠償 

  指定管理者は、故意又は過失により、市又は第三者に損害を与えたときは、その損害

を賠償しなければならない。この場合において、損害を受けた第三者の求めに応じ、

市が損害を賠償したときは、市は指定管理者に対し求償権を行使する。 

 

 (５)環境への配慮 

  施設の管理を行うに当たっては、電気、ガス等のエネルギー使用量の削減、環境負荷

の低減に資する物品の調達等、環境への配慮に努めること。 

 

(６)会計の独立 

 指定管理者としての業務に係る経理については、他の経理と区分して整理し、次の業

務ごとに区分して処理を行うこと。 

また、診療所の管理運営に係る収入及び支出の状況について、適切に帳簿に記帳する

とともに、当該収入及び支出に係る帳簿並びに証拠書類については、指定期間中及び指

定期間終了後で市が指示する期間、適切に保存するものとする。 

なお、これらの関係書類について、豊田市が閲覧を求めた場合は、これに応じること。 

 

(７)業務不履行時の処理 

 ア 改善の指示 

  事業報告書による調査や、施設での実地調査等の結果から、指定管理者の業務内容

に問題があると認めた場合は、豊田市は指定管理者に対して業務の是正又は改善の指

示を行うことができる。 

イ 指定の取消し及び管理業務の停止 

 豊田市は、指定管理者が指示に従わない場合、又はその他の当該指定管理者による

管理を継続することが適当でないと認めた場合、その指定取消し、又は期間を定めて

管理業務の全部若しくは一部の停止を命じることができる。 

 

８ 開設準備 

 (１)指定期間の前に行う業務 

  ア 令和２年７月１日から管理業務が円滑に行われるよう、管理開始前に豊田市との

協議を綿密に行うこと。 

  イ 指定期間開始前に本業務の実施に必要な人材を確保し従事者の研修を行うこと。 

  ウ 必要書類及び各種印刷物等の作成を行い、万全な開設準備を行うこと。 

  エ 新規開設に伴い、市が行うべき業務に対して、指定管理者に協力を求めた場合は、

別途委託契約を締結し、対価を支払うこととする。 

 

 (２)指定期間終了後の引継ぎ業務 
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  ア 指定期間が満了したとき、又は指定期間満了前に指定の取消しが行われる場合は、

次期指定管理者が円滑かつ支障なく管理運営業務を遂行できるよう指定期間満了の

日までに必要な事項を記載した業務引継書等を作成し、豊田市及び次期指定管理者

に速やかに業務引継ぎ(保管文書の引き継ぎ含む)を行うこと。 

  イ 引継ぎに当たっては、引継内容が不十分であることを原因とした事故等を防止す

るため、危険注意箇所等について十分確認を行うとともに、診療所の利用に関する

情報等、診療所の管理運営上に必要な情報を遅滞なく次期指定管理者へ提供する等、

引継ぎに遺漏のないよう十分に留意すること。 

  ウ 新旧指定管理者は、業務引継ぎの完了を示す書面を取り交わし、その写しを豊田

市に提出すること。 

 

 (３)指定期間満了後の原状回復義務 

  ア 指定期間を満了して診療所を管理しなくなったときは、豊田市の承認を得た場合

を除き、施設、設備等を原状に回復しなければならない。指定管理者の指定を取り

消された場合等も同様とする。 

  イ 故意・過失等により施設、設備等を損傷し、又は滅失した場合は、その損害を豊

田市に賠償する義務を負う。 

 

 (４)その他 

  本仕様書に規定するもののほか、開設準備及び引継ぎ業務の内容並びに処理について

疑義が生じた場合は、豊田市と協議のうえ決定するものとする。 

 

９ 指定管理期間  

  ２０２０年７月１日から２０２３年３月３１日（予定） 

 


